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2030年までに必要な再エネ導入量（世界、IEAネットゼロシナリオ）

グラフの出所：安田陽氏（京都大学大学院 経済学研究科 再生可能エネルギー経済学講座 特任教授）Twitter

https://twitter.com/YohYasuda/status/1411241471349460995
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2030年までに必要な再エネ導入量（日本、50%排出削減の場合）

再エネ

出所：メリーランド大学グローバルサステナビリティセンター ディレクター
ネイト・ホルトマン氏による分析
”U.S. and Japan Emissions Reduction Potential of 50% 
by 2030”

※ GHG排出削減量を2013年比50%削減とした場合のシナリオ
※ 原子力依存度を最小化するなど、一定の想定を置いたあくまで参考値で
あることに留意
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日本における再エネ拡大に向けた機運の高まり

2020年 7月 梶山経済産業大臣が下記2点を発表

• 2030年までの非効率石炭の段階的廃止
• 「再エネ型経済社会」の創造に向けた政策の検討

10月 菅総理による2050年カーボンニュートラル宣言

11月 河野規制改革担当大臣が再エネ関連規制総点検TFを立ち上げ

12月 「洋上風力産業ビジョン」及び「グリーン成長戦略」策定

2021年 4月 菅総理による2030 年度のGHG排出削減目標発表
”2013年度比46％減、50%の高みを目指す”

6月 「骨太の方針」と「成長戦略実行計画」に”再エネ最優先“が明記される

「グリーン成長戦略」の改訂版策定

7月 G７が”国内の電力システムを2030年代に最大限脱炭素化”に合意
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「再生可能エネルギー最優先」

出所：経済財政運営と改革の基本方針2021

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2021/2021_basicpolicies_ja.pdf
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エネルギーミックス及びエネルギー基本計画の議論①

 7月13日に提示された再エネ導入量は3,120億kWh（電源比率では30%台前半か？）
 「もう一段の検討を深めるべきではないか」という提案が事務局からなされている。

出所：総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第45回会合）資料3より抜粋

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2021/045/045_006.pdf
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エネルギーミックス及びエネルギー基本計画の議論②

 7月13日に提示された2030年の発電コスト検証結果によると、太陽光（事業用）
の発電コストが最安。

出所：両図ともに総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第45回会合）資料2より抜粋

 変動電源の電力系統への統合コストが今後の論点となる見込み。既存の値は古い、
需要側の柔軟性を十分勘案していないといった声も聞かれる。

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2021/045/045_005.pdf
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「再エネ三原則」の提案も

再エネ最優先
の原則

• 再エネの導入と活用を他のエネルギーに先んじて重点的に進める。そのため、政策資源を再エネに集
中投入するとともに、再エネに親和的なエネルギーシステムや市場制度への改革を急ぐ。

• エネルギーミックスについては、再エネに野心的な目標を設定し、かつその数値を下限とした上で、更
なる上積みや前倒しの実現を目指す。

• 特に系統制約問題は、欧州等と比べて再エネ導入の不当な障害となっており、可及的速やかに解
消する。 など

柔軟性重視
の原則

• 火力発電の出力調整運転、揚水運転、送電網の広域運用、そのための国内外の系統拡充、マン
ドレスポンス、電気自動車を含む蓄電池など、発電側だけでなく系統側・需要側も含む多様な柔軟
性を確保し、需給調整市場等も通して合理的に活用することが不可欠である。このような認識を確
立し、柔軟性の拡大を重点的に進める。

• これまで、ベース・ミドル・ピークといった電源区分の中で安定供給を維持してきたが、このような考え
方は旧来のものである。原子力や石炭火力といった出力調整が困難な電源は、柔軟性に逆行する。
再エネを主力とする電力システムへ移行する上で、ベースロード電源を優先するルールや補助は、撤
廃する。 など

公正な競争環境
整備の原則

• 現状の競争政策は不十分で、既存電源や既存事業者への配慮が目立つ。発電分野でも小売分
野でも寡占状態が続いており、このままでは再エネの主力電源化は期待できない。再エネや新規事
業者が公正に競争できる環境を整備するため、以下の競争政策を強化・迅速する。 など

再エネ規制総点検TFは以下の「再エネ三原則」を提唱し、第6次エネルギー基本計画に
明記すべきとしている。

出所：再生可能エネルギー規制総点検タスクフォース「再生可能エネルギー主力電源化・最大限活用を実現する三原則の提言」より論者作成。特に重要と思われる点のみ抜粋。

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/conference/energy/20210603/210603energy06.pdf
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